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各対象ページのご注意事項

◼ 本資料中の各資産は指数を使用しています。指数については「本資料で使用している指数について」を

ご覧ください。

◼ 本資料中の先進国・新興国とは各出所元の定義によります。

◼ 以降のページにつきましては、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、

将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等

を考慮しておりません。

ＣＯＮＴＥＮＴＳ －もくじ－

1.各国の投資環境と世界経済の動向 P.2～P.12

2.今、注目する投資テーマ P.13～P.20
～NISAとその活用の着眼点、注目の資産について～
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◆世界マーケットの振り返り

◆世界経済の動向

◆米国の金融政策・経済動向、日本の金融政策・経済動向

◆米ドル/円の為替相場動向

◆まとめ

【ご参考】

◆金融市場（6ヵ月後）の見通し

◆今後の世界の政治・経済・金融政策の主な日程

1. 各国の投資環境と世界経済の動向
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日本リート（円ベース）

先進国リート（米ドルベース）

インフレ懸念の後退や堅調な景気等により反発局面に

世界マーケットの振り返り

株式（現地通貨ベース）の値動き リート（配当込み）の値動き 為替（対円）の値動き

■ 2023年初来の騰落率

• 2020年12月末＝100として指数化

（期間：2020年12月～2023年12月、月次）

■ 2023年初来の騰落率

• 2020年12月末＝100として指数化

■ 2023年初来の騰落率

• 2020年12月末＝100として指数化

円安
各通貨高

円高
各通貨安

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

（期間：2022年12月末～2023年12月末） （期間：2022年12月末～2023年12月末） （期間：2022年12月末～2023年12月末）

⚫ 株式市場：米欧主要国の急速かつ強い金融引き締め等により徐々に鈍化するインフレと、コロナ禍収束に伴う底堅い労働市場や強い個人消費等

を背景に、株式市場は反発しました。

⚫ リート市場：米欧主要国の金融引き締めが終盤に差し掛かる中、過度な金利上昇懸念も和らぎつつあり、持ち直しの兆しが見られました。

⚫ 為替市場：金融引き締めを進めてきた米欧主要国と金融緩和を継続する日本との金利差拡大により、円安傾向に振れました。

（期間：2020年12月～2023年12月、月次） （期間：2020年12月～2023年12月、月次）

２０２３年初来 ２０２３年初来 ２０２３年初来

日本リート

（円ベース）

先進国リート

（米ドルベース）

-0.5％ 13.3％

米ドル ユーロ オーストラリアドル

7.6％ 10.9％ 7.5％

日本株式 米国株式 ドイツ株式

28.2％ 13.7％ 16.5％
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世界

先進国

新興国

世界経済の動向

世界の実質ＧＤＰ成長率の推移 世界の実質ＧＤＰ成長率の比較

（期間：1995年～2024年、年次、2023年以降は予測値）

ＩＭＦ予測リーマン・ショック

• 先進国・新興国の分類および予測はＩＭＦによります。一部ＩＭＦの推計値を含みます。

（期間：2022年～2024年、年次、2023年以降は予測値）（単位：％）

（出所）ＩＭＦ Ｗｏｒｌｄ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｏｕｔｌｏｏｋ Database, October 2023のデータを基に
三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

コロナ・ショック

世界経済見通し：2024年の世界の成長率は下方修正
⚫ IMF(国際通貨基金)は、2023年10月に世界経済見通しを公表しました。

⚫ 2024年の世界経済の成長率は、前回2023年7月の見通しから下方修正され、2.9%でした。

⚫ 米国は2024年の成長率が上方修正された一方で、ユーロ圏は下方修正されるなど、国や地域によって経済成長の力強さに差が見られる結果とな

りました。

（出所）ＩＭＦＷｏｒｌｄ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｏｕｔｌｏｏｋ Database, October  2023のデータを基に
三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

• 先進国・新興国の分類および予測はＩＭＦによります。一部ＩＭＦの推計値を含みます。
• 表示している国・地域はあくまで一例です。
• 前回比は、前回（2023年7月）発表の実質ＧＤＰ成長率との差を表しています。
• オーストラリアは公表がないため、前回比を記載しておりません。

2022年

世界 3.5 3.0 0.0 （→） 2.9 -0.1 （↓）

先進国 2.6 1.5 0.0 （→） 1.4 0.0 （→）

米国 2.1 2.1 0.3 （↑） 1.5 0.5 （↑）

ユーロ圏 3.3 0.7 -0.2 （↓） 1.2 -0.3 （↓）

日本 1.0 2.0 0.6 （↑） 1.0 0.0 （→）

オーストラリア 3.7 1.8 1.2

新興国 4.1 4.0 0.0 （→） 4.0 -0.1 （↓）

中国 3.0 5.0 -0.2 （↓） 4.2 -0.3 （↓）

ブラジル 2.9 3.1 1.0 （↑） 1.5 0.3 （↑）

インド 7.2 6.3 0.2 （↑） 6.3 0.0 （→）

2023年 2024年

前回比 前回比

― ―



情報ご提供資料

本資料の【留意事項】等の内容を必ずご覧ください。 5

利上げ終盤も長期化の可能性、利下げ期待の修正に注意

米国の金融政策・金利動向

米国 政策金利と景気後退期 FOMC参加者の政策金利見通し

（出所）Refinitivのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※グレーの網掛けは全米経済研究所による景気後退期。

（期間：2003年12月～2023年12月、月次）

（出所）Bloombergのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※今回は2023年12月、前回は2023年9月開催のFOMCで公開されたドットチャート。
※網掛けは中央値を表す。
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（％）

リーマン・ショック コロナ・ショック

政策金利

⚫ インフレ鎮静化を目指してFRBは急ペースで利上げを進めてきました。過去の利上げ局面では利下げ開始後に景気後退期が訪れており、過度

な金融引き締めには警戒が必要です。

⚫ 2023年12月のFOMC参加者による政策金利見通しでは、2024年以降の利下げが予想されているものの、利下げ期待の過度な織り込みや修正

が起こった場合、期待先行で上昇した株式の下落等に注意する必要があります。

（％）



情報ご提供資料

本資料の【留意事項】等の内容を必ずご覧ください。 6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

'03/12 '08/12 '13/12 '18/12 '23/12

（％）

総合

コア（食品エネルギー除く総合）

⚫ FOMC参加者の経済見通しでは2024年以降経済が堅調に推移すると予想されており、ソフトランディングに向けて進んでいることがうかがえる内

容でした。

⚫ インフレ率はピークアウトし、政策金利の引き締めサイクルのピークまたはそれに近い水準にあると考えられます。その一方で２％のインフレ目標に

はまだ達しておらず、継続的に状況を注視する必要があります。

米国の経済動向・注目トピック

FOMC参加者の経済見通し 消費者物価指数（CPI）の推移

FRBは2024年以降堅調な経済成長を予想

（出所）FOMC、Bloombergのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※直近値は2023年12月FOMCにおける参加者見通しの中央値、
市場予想は同年同月13日時点のBloomberg集計値。赤字が上方修正、青字が下方修正を示す。

（期間：2003年12月～2023年12月、月次）

（出所）Refinitivのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※消費者物価指数は前年比を使用。

（%） 2023 2024 2025 2026 長期

2.6 1.4 1.8 1.9 1.8

(+0.5) (-0.1) (-) (+0.1) (-)

市場予想 2.4 1.2 1.7

3.2 2.4 2.2 2.0

(-0.5) (-0.2) (-0.1) (-)

市場予想 4.2 2.6 2.2

3.8 4.1 4.1 4.1 4.1

(-) (-) (-) (+0.1) (+0.1)

市場予想 3.7 4.3 4.3

実質GDP

コアPCE

失業率
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⚫ 日銀は2023年10月の金融政策決定会合で長短金利操作の柔軟化を決定しました。また、植田総裁の「来年（2024年）にかけて一段とチャレ

ンジングになる」などの発言を受けて早期のマイナス金利解除期待が台頭しています。

⚫ 金融緩和の修正期待が高まる一方で、日銀の見通しでは2025年度以降2%の物価安定目標に届くかは不透明な状況であり、マイナス金利解

除のタイミングが注目されます。

日本の金融政策・金利動向

政策金利と長期金利の推移 日銀政策委員の大勢見通し

マイナス金利解除を見据え金利は上下に振れやすい動きに

（出所）Bloomberg、各種報道を基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成 （出所）日銀の資料を基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※2023年10月開催の金融政策決定会合時点の見通し。＜＞内は政策委員見通しの中央値。
上方修正、下方修正は2023年7月の見通しからの修正。

（％）

長期金利（１０年国債利回り）

政策金利

金利変動許容幅上限

金利変動許容幅下限

（期間：2010年1月～2023年12月、月次）
赤色は上方修正、青色は下方修正（前年比、％）

実質GDP 消費者物価
（除く生鮮食品）

消費者物価
（除く生鮮食品・エネルギー）

2023年度
+1.8～+2.0
＜+2.0＞

+2.7～+3.0
＜+2.8＞

+3.5～+3.9
＜+3.8＞

前回
+1.2～+1.5
＜+1.3＞

+2.4～+2.7
＜+2.5＞

+3.1～+3.3
＜+3.2＞

2024年度
+0.9～+1.4
＜+1.0＞

+2.7～+3.1
＜+2.8＞

+1.6～+2.1
＜+1.9＞

前回
+1.0～+1.3
＜+1.2＞

+1.8～+2.2
＜+1.9＞

+1.5～+2.0
＜+1.7＞

2025年度
+0.8～+1.2
＜+1.0＞

+1.6～+2.0
＜+1.7＞

+1.8～+2.2
＜+1.9＞

前回
+1.0～+1.2
＜+1.0＞

+1.6～+2.0
＜+1.6＞

+1.8～+2.2
＜+1.8＞
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⚫ 2022年は名目賃金が上昇したものの、物価上昇により実質賃金は減少し、賃金上昇が物価上昇に追い付いていない状況でした。

⚫ 国内企業においては人件費の上昇が抑えられ、利益剰余金や現預金が積みあがる状況が続きました。内部留保となっているキャッシュを成長

への投資に振り向け、賃金上昇と消費拡大へとつなげていく好循環が生まれることが期待されます。

日本の経済動向・注目トピック

１人当たり賃金の推移（前年比） 国内企業の人件費・利益剰余金・現預金の推移

企業のキャッシュを成長のドライバーにできるか？

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」のデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成 （出所）Refinitivのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※対象は全産業（除く金融保険業）、資本金10億円以上。
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（期間：1983年1月～2023年8月、四半期）
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⚫ 日本の実質金利はマイナスな一方で、米国の実質金利は利上げを受けてプラス圏へ推移しました。

⚫ 為替変動要因は様々あるものの、2021年以降では日米金利差と強い相関傾向が見られました。

⚫ 米利下げ、日本の金融政策正常化の動きが鮮明になってくると円高への巻き戻しの可能性があります。

米ドル/円為替相場は日米金利差に注目

米ドル/円の為替相場動向

米ドル/円相場と日米金利差の関係

（期間：2021年1月1日～2023年12月29日、週次）

（出所）Bloombergのデータを基に三菱ＵＦJアセットマネジメント作成
※１０年国債利回りとブレーク・イーブン・インフレ率を基に算出。

・単回帰式と決定係数Ｒ二乗を表示。

（出所）Refinitivのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

（期間：2013年12月～2023年12月、月次）

日米の実質金利の推移
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まとめ

⚫米利上げは終盤だが、高金利長期化に注意。経済は足元底堅さ
があるも、利下げ後は過去の経験則上、景気後退局面に陥る可
能性あり。

⚫日本でも金融政策正常化の動き。

⚫米国の利下げ、日本の金融政策正常化等を背景に、日米金利
差縮小を主因とした円高への転換の可能性あり。
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【ご参考】金融市場（6ヵ月後）の見通し

株式

リート

債券

為替

<日本> 直近値
6ヵ月後の
見通し

日経平均株価 33,306 29,000-35,000

ＴＯＰＩＸ 2,339 2,120-2,480

<米国> 直近値
6ヵ月後の
見通し

ＮＹダウ 37,545 33,000-39,000

Ｓ＆Ｐ５００ 4,775 4,200-5,000

<ドイツ> 直近値
6ヵ月後の
見通し

ドイツＤＡＸⓇ

指数
16,706 14,800-17,600

<日本> 直近値
6ヵ月後の
見通し

東証ＲＥＩＴ
指数

1,769 1,650-1,950

<米国> 直近値
6ヵ月後の
見通し

Ｓ＆Ｐ米国ＲＥＩＴ
指数

1,689 1,450-1,750

直近値
6ヵ月後の
見通し

日本

10年国債利回り
0.633 0.6-1.0

直近値
6ヵ月後の
見通し

米国

10年国債利回り
3.897 3.1-4.5

直近値
6ヵ月後の
見通し

オーストラリア

10年国債利回り
4.039 3.5-4.5

直近値
6ヵ月後の
見通し

米ドル（対円） 142.38 138-152

直近値
6ヵ月後の
見通し

ユーロ（対円） 157.22 148-164

直近値
6ヵ月後の
見通し

オーストラリアド
ル（対円）

97.16 90-100

（出所）S&P、Ｒｅｆｉｎｉｔｉｖのデータを基に三菱ＵＦJアセットマネジメント作成
• 直近値および見通しは2023年12月26日時点（直近日休場の場合は前営業日の値）です。見通しは三菱ＵＦＪアセットマネジメントによります。

（単位：ポイント） （単位：ポイント） （単位：ポイント）

（単位：ポイント） （単位：ポイント）

（単位：％） （単位：％） （単位：％）

（単位：円） （単位：円） （単位：円）

（円） （米ドル）
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【ご参考】今後の世界の政治・経済・金融政策の主な日程

（出所）各種資料、各種報道より三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
• 予定は変更される場合があります。

米国 欧州 日本 その他

3月 5日

19日・20日

スーパー・チューズデー

FOMC

7日

21日・22日

ECB理事会

EU首脳会談

12日-14日

17日

18日・19日

春闘集中回答日

自民党党大会

日銀金融政策決定会合

17日

未定

ロシア大統領選挙

中国全人代

4月 30日・5月1日 FOMC 11日 ECB理事会 25日・26日

28日

日銀金融政策決定会合

衆院補欠選挙（島根1区）

10日

未定

韓国議会選挙

インド総選挙（～5月）

5月 未定 南アフリカ総選挙

6月 11日・12日 FOMC 6日

6日-9日

9日

27日・28日

ECB理事会

欧州議会選挙

ベルギー総選挙

EU首脳会議

13日・14日

未定

未定

日銀金融政策決定会合

骨太方針閣議決定

通常国会期末

1日

2日

13日-15日

OPECプラス閣僚会合

メキシコ大統領・議会選挙

G７首脳会議

7月 15日-18日

30日・31日

共和党党大会

FOMC

18日

26日

ECB理事会

パリ・オリンピック開幕

7日

30日・31日

東京都知事選挙

日銀金融政策決定会合

9日-11日 NATO首脳会議

• 8月19日-22日：民主党党大会
• 8月：ジャクソンホール会合
• 9-10月：大統領候補者討論会
• 11月5日：大統領・議会選挙

• 8月28日：パリ・パラリンピック開幕
• 10月31日：フォン・デア・ライエン欧州委
員長任期満了

• 8月末：2025年度予算概算要求
• 9月30日：岸田自民党総裁任期満了

• 10月：中国四中全会
• 10月：BRICS首脳会議
• 10月：COP29開幕
• 11月18日・19日：G20首脳会議
• 11月：ASEAN首脳会議
• 11月：東アジア首脳会議
• 11月：APEC首脳会議

2024年
8月以降
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2. 今、注目する投資テーマ

【資産】

◆ 今、注目する投資テーマ1 外国株式

◆ 今、注目する投資テーマ2 日本株式

◆ 今、注目する投資テーマ3 外国債券

【ご参考】

◆ 2024年以降のNISA概要
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（米ドル）

世界情報技術株式【左目盛】

世界情報技術株式ＥＰＳ【右目盛】
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S&P500

大型

中型
小型

米国株式の規模別株価推移

これからさらに成長が期待される企業群

今、注目する投資テーマ1-①：外国株式

中小型は出遅れ

（出所）Bloombergのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※大型はS&P100、中型はS&P400、小型はS&P600（すべて米ドルベース）をそれぞれ使用しています。

（期間：2013年12月31日～2023年12月29日、日次）

世界情報技術株式の推移とEPS

（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJアセットマネジメント作成
※世界情報技術株式はMSCI オール・カントリー・ワールド情報技術インデックス（米ドルベース）を
使用しています。指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。
※EPSは過去12ヵ月間における数値です。2024年末以降は各年末のBloomberg予想値です
（2024年1月10日時点）。

（期間：2013年12月末～2026年12月末、月次、2024年末以降は予測値）

⚫ これまで米国株式市場をけん引してきたのは大型株でした。

⚫ EPS見通しをみると、情報技術セクターは2023年以降成長が期待される企業群と考えられます。

（2013年12月末=100）（2013年12月31日=100）
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企業利益成長と市場規模の拡大から選択肢を探る

今、注目する投資テーマ1-②：サイバーセキュリティ

⚫ 今後ますます注目されるであろうサイバーセキュリティ関連企業群に注目する選択肢もあります。

サイバーセキュリティ関連企業と世界情報技術株式の今後3年間の
予想売上高成長率（年平均）（上図）
世界のサイバーセキュリティ市場規模推移(下図)

（期間：2020年～2028年）

・2023年9月時点のデータ。金額はサイバーソリューションとセキュリティサービスの収益の合計。

（出所）Statistaのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

（出所）Bloombergのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
・2024年1月10日時点の予想売上高成長率（2024年～2026年）を使用。
・サイバーセキュリティ関連企業はISE サイバー・セキュリティ インデックス、世界情報技術株式は
MSCI オール・カントリー・ワールド情報技術インデックスを使用しています。指数については【本資料
で使用している指数について】をご覧ください。

・上記はサイバー攻撃の目的・攻撃手法の変化のイメージ図です。

（出所）総務省の資料を基に三菱UFJアセットマネジメント作成

サイバー攻撃の目的・攻撃手法の変化

サイバー攻撃は増加し、私たちの身近に

7.9%
6.2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

サイバーセキュリティ関連企業 世界情報技術株式
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日本株式に変化の兆し

日本の設備投資額（大企業/全産業、前年度比）

（期間：2004年度～2023年度* 、年次）

（出所）日本銀行のデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
＊2023年度は計画値（2023年12月調査時点）

東京証券取引所上場銘柄の配当金総額と自社株買い実施額
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14

'15 '16 '17 '18 '19 '20 '21 '22

配当金総額
自社株買い

（出所）JPX、QUICKのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
※配当金総額は年度末、自社株買いは年末のデータです。
※自社株買いは、実施の決議をした際の取得上限額を集計しています。

（兆円） （期間：2015年～2022年、年次）

⚫ 2023年は東証のPBR1倍割れ企業に対する改善要請など日本株式市場が注目される要素がありました。

⚫ 今後は改善要請を受けた企業が企業価値向上を実現できるかに注目が集まります。

今、注目する投資テーマ2-①：日本株式
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0.61 

4.58 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

日経平均株価 日経平均

高配当株50指数

日本国債 国内リート

(%)

日本株式は値上がり益への期待と配当への着目

日経平均株価と予想PERの推移 【ご参考】各資産予想配当利回り比較

（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJアセットマネジメント作成

※日本国債は10年国債を、国内リートは東証REIT指数を使用しています。
指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。

※株式とリートは予想配当利回り、債券は最終利回りです。
※上記は代表的な国内資産の利回りを比較しご参考までにお示ししています。
また、特性を考慮しておらず、利回りだけで単純に比較できるものではありません。

（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJアセットマネジメント作成

※日経平均株価はトータル・リターン指数を使用しています。
予想PERは、ブルームバーグコンセンサスの予想株価収益率を使用しています。

（期間：2005年8月末～2023年12月末、月次） （時点：2023年12月末）

⚫ 2023年5月、日経平均株価はバブル経済崩壊後の高値を更新し、約３３年ぶりの高値をつけました。

⚫ 今後の業績見通しや配当に対して期待感が高まっています。

今、注目する投資テーマ2-②：配当起点の日本株投資
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（左）FF金利

（右）S&P500
（最終利上げ日＝100）

（右）米国債券

金融危機

利上げ停止後の投資環境で株と債券のパフォーマンスに差が

1995年の利上げ停止局面（期間：1995年2月1日～1998年1月31日、日次）

2006年の利上げ停止後局面（期間：2006年6月29日～2009年6月28日、日次）

米国利上げ停止期間別 米国債券と米国株のパフォーマンス推移（利上げ停止後3年間）

利上げ停止後のパフォーマンス

ショックが
無ければ…

ショックが
起こると…

※上記は指数を利用。使用している指数については、「本資料で使用している指数について」をご確認ください。

（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJアセットマネジメント作成
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⚫ 過去の利上げ停止後では、債券のパフォーマンスは株式に比べて投資環境に大きな影響を受けず相対的に安定した推移でした。

今、注目する投資テーマ3-①：外国債券

■：米国債券 ■：S&P500
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インフラ債券とは、インフラ関連企業が発行する債券の
ことです。インフラ関連企業とは、日常的に必要とされる
サービスや施設を提供している企業等を指します。
そのため、需要は安定しており、企業業績は比較的、景気
変動の影響を受けにくい傾向があります。

インフラ債券投資で市場環境の変化に備える

各債券の利回りとデュレーション 利上げ停止後1年間の各債券の騰落率

利上げ停止局面①
（2000年5月末～2001年5月末）

利上げ停止局面②
（2006年6月末～2007年6月末）

利上げ停止局面③
（2018年12月末～2019年12月末）

■米国投資適格社債 ■米ドル建てインフラ債券 ■世界国債

（出所）Bloomberg、ICE Data Indices, LLCのデータを基に三菱UFJアセットマネジメント作成
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上記は指数を使用しており、ファンドの運用実績を示すものではありません。指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。上記は、過去の実績・状況または作成時点での
見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
米国投資適格社債（ブルームバーグ米国社債インデックス）、米ドル建てインフラ債券（ブルームバーグ米国社債インデックスの公益・通信・エネルギー・運輸セクターの合成インデックス）
世界国債（FTSE世界国債インデックス）

⚫ 将来の利下げ局面でのパフォーマンスを期待しながら長期的な投資を検討する必要があります。

⚫ 投資においては利回りだけでなく信用力にも留意が必要です。

今、注目する投資テーマ3-②：インフラ債券
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（2023年12月末時点）
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2024年以降のNISAと旧制度

（出所）令和5年度税制改正大綱、各種報道を基に三菱UFJアセットマネジメント作成
※ジュニアNISA口座の投資可能期間は、2023年末で終了しました。※投資対象商品は金融機関ごとに異なります。※NISA口座で買い付けた有価証券を売却した場合に譲渡損失が生じても、他の特定口座や一般口座での譲渡益と損益
通算をすることや、繰越控除をすることはできません。※上記の説明は概要であり、すべてを網羅したものではありません。また、一般的な説明であり、金融機関ごとに異なる対応となる場合があります。詳しくは金融機関にお問い
合わせください。※上記は、作成時点（2024年1月）の情報に基づいて作成していますので、今後変更となることがあります。

主な制度変更内容
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留意事項

投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債およびリート等の値動きのある証券を投資対象としているため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。

これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資

元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容

や性質が異なりますので、ご投資にあたっては投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等をよくご覧ください。

【投資信託のリスクとお客さまにご負担いただく費用について】

【本資料のご利用にあたっての注意事項等】
◼本資料は、資産運用についてご理解いただくために三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。本資料は投資勧誘を目的とするものではあり
ません。

◼投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補
償の対象ではありません。

◼投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

◼本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

◼本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

◼投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

◼クローズド期間のある投資信託は、クローズド期間中は換金の請求を受け付けることができませんのでご留意ください。

投資信託に係る費用について（三菱ＵＦＪアセットマネジメントの取扱いファンドの場合）
ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。

■購入時（ファンドによっては換金時）に直接ご負担いただく費用

購入時（換金時）手数料 … 上限 3.30％（税込）

■購入時・換金時に直接ご負担いただく費用

信託財産留保額 … ファンドにより変動するものがあるため､事前に金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を表示することができません｡

■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用

運用管理費用（信託報酬） … 上限 年率3.41％（税込）

（有価証券の貸付の指図を行った場合）

有価証券の貸付の指図を行った場合には品貸料がファンドの収益として計上されます。

その収益の一部を委託会社と受託会社が受け取る場合があります。

この場合、ファンドの品貸料およびマザーファンドの品貸料のうちファンドに属するとみなした額の上限55％（税込）の額が上記の運用管理費用（信託報酬）に追加されます。

※一部のファンドについては、運用実績に応じて成功報酬をご負担いただく場合があります。

・その他の費用・手数料 …上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等でご確認ください。

※その他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計金額等を記載することはできません。

《ご注意》

上記のリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三菱ＵＦＪアセットマネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、ご負担いただくそれぞれの費

用における最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書

面等をご覧ください。
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本資料で使用している指数について

【株式指数】

■日本株式：日経平均株価（日経２２５）

日経平均株価（日経225）とは、東京証券取引所プライム市場上場銘柄のうち代表的な225銘柄を

対象として日本経済新聞社により算出、公表される株価指数です。

■米国株式：ダウ・ジョーンズ工業株価平均（ダウ工業株30種）

ダウ・ジョーンズ工業株価平均とは、Ｓ＆Ｐダウ・ジョーンズ・インデックスＬＬＣが公表している株価指数

で、米国を代表する優良30銘柄で構成されています。

■ドイツ株式：ＤＡＸ®指数

ＤＡＸ®指数とは、フランクフルト証券取引所上場のドイツ企業のうち優良40銘柄を対象とした株価指

数です。

【リート指数】

■日本リート：東証ＲＥＩＴ指数

東証ＲＥＩＴ指数とは、東京証券取引所に上場している不動産投資信託証券全銘柄を対象として

算出した指数です。

■米国リート：Ｓ＆Ｐ米国ＲＥＩＴ指数

Ｓ＆Ｐ米国ＲＥＩＴ指数とは、Ｓ＆Ｐダウ・ジョーンズ・インデックスＬＬＣが公表している指数で、米国

の不動産投資信託（ＲＥＩＴ）および同様の制度に基づく銘柄を対象に浮動株修正時価総額に基づ

いて算出されています。

本資料中の指数等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許諾者に帰属します。
また、発行者および許諾者が指数等の正確性、完全性を保証するものではありません。

各指数等に関する免責事項等および「信用格付会社等の提供する格付け等の情報」に関する免責事項
等については、委託会社のホームページ（https://www.am.mufg.jp/other/disclaimer.html）をあわせてご
確認ください。こちらからもアクセスいただけます。

【債券指数】

■米国債券：ブルームバーグ米国総合債券インデックス

ブルームバーグ 米国総合債券インデックスとは、ブルームバーグが算出する米ドル建ての投資適格

債券の値動きを表す指数です。
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